
Ⅳ 調 査 結 果 の 概 況 
 
１ 概況 

 
平成 21 年 7 月 1 日現在で実施された「経済センサス－基礎調査」の結果、本市

の事業所数（事業内容等が不詳の事業所を除く）は、14,973 事業所、従業者数は

141,890 人となっている。 
 
２ 産業大分類別の事業所数及び従業者数 
 
  事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が 4,202 事業所（全産業の

28.1％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 2,113 事業所（同 14.1%）、

「生活関連サービス業，娯楽業」が 1,368 事業所（同 9.1%）、「建設業」が 1,313 事

業所（同 8.8%）と続いている。「卸売業，小売業」と「宿泊業，飲食サービス業」

の２産業で全事業所数の 42.2%に達し、第３次産業（大分類Ｆ～Ｓ）が全体の 84.7%
を占めている。 

  
  従業者数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が 30,382 人と全体の 21.4％

を占めて最も多く、次いで「医療，福祉」が 21,724 人（全産業の 15.3%）、「宿泊業，

飲食サービス業」が 14,572 人（同 10.3%）、「製造業」が 14,522 人（同 10.2%）と

なっており、この４産業で全産業の 57.2%を占めている。 
  

産業大分類 事業所数 構成比 従業者数 構成比
農業，林業 69 0.5% 798 0.6%
漁業 1 0.0% 16 0.
鉱業，採石業，砂利採取業 2 0.0% 25 0.0%
建設業 1,313 8.8% 9,204 6.5%
製造業 909 6.1% 14,522 10.2%
電気・ガス・熱供給・水道業 12 0.1% 467 0.3%
情報通信業 100 0.7% 1,290 0.9%
運輸業，郵便業 271 1.8% 6,431 4.5%
卸売業，小売業 4,202 28.1% 30,382 21.4%
金融業，保険業 323 2.2% 4,083 2.9%
不動産業，物品賃貸業 871 5.8% 2,721 1.9%
学術研究，専門・技術サービス業 612 4.1% 3,719 2.6%
宿泊業，飲食サービス業 2,113 14.1% 14,572 10.3%
生活関連サービス業，娯楽業 1,368 9.1% 6,889 4.9%
教育，学習支援業 523 3.5% 8,278 5.8%
医療，福祉 1,125 7.5% 21,724 15.3%
複合サービス事業 78 0.5% 880 0.6%
サービス業（他に分類されないもの） 1,014 6.8% 10,949 7.7%
公務（他に分類されるものを除く） 67 0.4% 4,940 3.5%
全産業 14,973 100.0% 141,890 100.0%
第１次産業 70 0.5% 814 0.6%
第２次産業 2,224 14.9% 23,751 16.7%
第３次産業 12,679 84.7% 117,325 82.7%
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従業者の男女比を産業大分類別にみると、男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」

（86.5％）が最も高く、次いで「運輸業，郵便業」（85.0%）、「公務（他に分類される

ものを除く）」（80.4%）となっている。女性は「医療，福祉」（74.7%）が最も高く､

次いで「宿泊業，飲食サービス業」（60.3%）、「生活関連サービス業，娯楽業」（57.8%）

となっている。 
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※男女別が不詳の従業者を含むため、男性と女性の比率の合計は、100.0％にならない

場合がある。 
 
３ 経営組織別の事業所数及び従業者数 
 
 事業所数を経営組織別にみると、「民営」が、14,729 事業所（事業所全体の 98.4%）

「国、地方公共団体」が 244 事業所（同 1.6%）となっている。「民営」のうち「個人

経営」は 7,131 事業所（同 47.6%）、「法人」は 7,450 事業所（同 49.8%）うち、「会社」

は 6,395 事業所（同 42.7%）となっている。 
 従業者数を経営組織別にみると、「民営」が、131,241 人（従業者全体の 92.5%）「国、

地方公共団体」が 10,649 人（同 7.5%）となっている。「民営」のうち「個人経営」は
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22,767 人（同 16.0%）、「法人」は 107,926 人（同 76.1%）うち、「会社」は 84,759 人 
（同 59.7%）となっている。 
  

 

割合（％）
事業所数 従業者数

総数 14,973 141,890 100.0% 100.0%
民営 14,729 131,241 98.4% 92.5%

個人 7,131 22,767 47.6% 16.0%
法人 7,450 107,926 49.8% 76.1%

会社 6,395 84,759 42.7% 59.7%
会社以外の法人 1,055 23,167 7.0% 16.3%

法人でない団体 148 548 1.0% 0.4%
国、地方公共団体 244 10,649 1.6% 7.5%

事業所数 従業者数経営組織
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